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行
政
経
営
改
革
と
は
？

　
「
同
じ
サ
ー
ビ
ス
で
あ
れ
ば
経
費
を

削
減
」「
同
じ
経
費
で
あ
れ
ば
サ
ー
ビ
ス

を
向
上
」と
い
う
基
本
方
針
の
も
と
、市

民
満
足
度
の
向
上
を
図
り
つ
つ
「
よ
り

効
果
的
・
効
率
的
な
自
治
体
経
営
」を

進
め
る
た
め
の
取
り
組
み
で
す
。

４　

人
材
育
成
の
推
進

　
「
庄
原
市
人
材
育
成
基
本
方
針
（
平
成
20

年
３
月
策
定
）」
を
基
底
と
し
た
職
員
育
成

の
充
実
を
図
り
、
職
員
の
総
合
的
な
資
質
向

上
・
能
力
発
揮
に
努
め
る
こ
と
。

５　

人
事
評
価
制
度
の
導
入

　

庄
原
市
人
材
育
成
基
本
方
針
で
示
さ
れ
た

｢

評
価
結
果
に
基
づ
く
人
事
配
置
や
給
与
へ

の
反
映｣

に
つ
い
て
、
早
期
に
対
応
す
る
こ

と
。

６　

職
員
給
与
の
適
正
化

　

ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数
（
国
家
公
務
員
の
給

与
水
準
）
を
下
回
る
だ
け
で
な
く
、
本
市
の

厳
し
い
財
政
状
況
へ
の
危
機
意
識
を
も
っ
て

職
員
給
与
の
適
正
化
に
努
め
る
こ
と
。

７　

財
政
の
健
全
化

　

す
べ
て
の
職
員
・
市
民
が
、
本
市
の
財
政

指
標
は
他
団
体
と
比
較
し
て
低
位
に
あ
る
と

い
う
状
況
を
再
認
識
し
、
歳
入
の
確
保
、
歳

出
の
抑
制
に
努
め
、
安
定
的
・
持
続
的
な
財

政
健
全
化
の
取
り
組
み
を
実
践
す
る
こ
と
。

８　

公
有
財
産
の
最
適
管
理　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
（
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）

　

将
来
を
見
据
え
た
中
長
期
的
か
つ
分
野
横

断
的
な
視
点
に
立
っ
た
、
公
有
財
産
の
最
適

管
理
を
行
う
こ
と
。

９　

生
活
交
通
施
策
の
見
直
し

　

市
が
実
施
、
ま
た
は
支
援
す
る
生
活
交

通
施
策
へ
の
負
担
は
、
平
成
20
年
度
の

　
答
申
の
要
旨

１　

行
政
評
価
の
推
進

　

市
が
実
施
し
て
い
る
事
務
事
業
に
つ
い
て

市
民
参
画
を
得
な
が
ら
、
受
益
者
・
納
税
者

な
ど
の
多
様
な
視
点
か
ら
評
価
す
る
こ
と
。

２　

行
政
組
織
の
再
編
整
備

　

本
庁
へ
の
機
能
集
約
は
管
理
部
門
を
基
本

と
し
、
地
域
（
支
所
管
内
）
の
サ
ー
ビ
ス
低

下
を
招
か
な
い
よ
う
特
段
の
配
慮
を
行
う
こ

と
。

３　

職
員
数
の
適
正
化

　

本
市
の
財
政
状
況
を
踏
ま
え
、
削
減
を
前

提
と
し
た
目
標
定
数
を
設
定
す
る
こ
と
と

し
、
本
審
議
会
で
は
、
平
成
33
年
４
月
の
目

標
定
数
を
定
員
回
帰
指
標
（
国
が
示
し
た
基

準
の
一
つ
）
に
基
づ
き
５
１
６
人
以
内
（
西

城
市
民
病
院
の
病
院
技
師
職
を
除
く
総
職
員

数
。
平
成
25
年
４
月
現
在
５
５
５
人
）
と
す

る
こ
と
が
適
当
と
判
断
す
る
。

２
億
２
５
１
２
万
円
か
ら
平
成
24
年
度
に
は

２
億
５
７
９
０
万
円
と
年
々
増
加
し
て
い

る
。
一
方
で
、
利
用
者
の
減
少
に
伴
う
減
便

な
ど
に
よ
り
、
市
民
の
生
活
交
通
の
確
保
は

ま
す
ま
す
厳
し
い
状
況
に
あ
る
こ
と
か
ら
、

早
急
に
抜
本
的
な
改
革
・
見
直
し
を
行
う
こ

と
。

10　

事
務
処
理
の
簡
素
化
・
効
率
化

　

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
を
利
用
し
、
市
民

の
利
便
性
の
向
上
と
経
費
節
減
を
検
討
す
る

こ
と
。

11　
「
ま
ち
づ
く
り
基
本
条
例
」
を　
　
　

　
　

基
底
と
し
た
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

　

市
民
意
識
の
向
上
と
市
職
員
の
意
識
改
革

に
取
り
組
む
こ
と
。
ま
た
、
当
該
条
例
に
規

定
さ
れ
た
各
項
目
の
実
践
に
、
全
市
を
挙
げ

て
取
り
組
む
こ
と
。

　庄原市行政経営改革審議会（野原建一会長ほか委
員10 人）から２月10 日、庄原市長に対し、市の行政
経営改革について答申書が提出されました。
　市はこの答申を受け、本年度中に「第２期庄原市
行政経営改革大綱( 基本計画）」を策定します。

行政経営改革に向けた答申書

野原建一会長の

　平成 27 年度以降の合併特例措置の縮
減・終了により、国から支払われる普通交
付税が減少し、自治体経営は極めて厳しい
局面を迎えることになります。そのため第
２期の行政経営改革は、市長を先頭に行政
が危機意識と改革意識を持ち、行財政の在
り方を徹底的に検証するとともに、「庄原
市まちづくり基本条例」の趣旨に基づいて、
市民との情報共有、意識共有に努め、全市
をあげて行政経営改革を推進されることを
期待します。

◀木山市長に答申書を
手渡す野原会長（左）

  　広報しょうばら｜２０１４．３月号｜ 6


